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本日お話しすること

1.政府補助金と産業政策の概要

2.補助金配分の特徴

3.補助金と企業の成長との関係性
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• 政府補助金とは、企業が政府から無償で受け取
る現金などの資産を指し、中央・地方政府が企業
に直接支給するもの（中国会計準則「第16号・政
府補助金」）

• 中央政府・・・方向づけ
地方政府・・・具体的な政策の制定や実施

• 地方の主な財源は、中央から受け取った資金

政府補助金とは何か？

本資料は、関辰一（2025）「中国における政府補助金の実態：上場企業の財務データ
2015年〜2023年から」日本総合研究所『環太平洋ビジネス情報RIM』Vol.25 No.97
（https://www.jri.co.jp/file/report/rim/pdf/16095.pdf）を基にしている。
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中国政府は補助金支出を拡充
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中国の産業政策＝補助金？
【産業政策】特定の企業や産業を支援するために資源を再配分する国家の介入。

【直接補助金】中央・地方政府が直接的に企業に支給する補助金。
【R＆D税優遇】政府が企業の研究開発支出を奨励するために実施した税優遇。
【R＆D政府支援】国家プロジェクトに対する研究助成金など、企業が行うR＆D

に対する政府の直接資金援助。
【その他税優遇】R＆Dに関係のない事業に対する税優遇措置。
【低利融資】①中国国家開発銀行、中国農業発展銀行、中国輸出入銀行の3つの

政策性銀行の貸出、②信用スプレッドを用いて推計された低金
利の貸し出し、の合計額。

【政府投資基金による投資】国内企業に対する政府の株式投資。

【中国固有の支援】①市場価格より低価格での企業への土地売却、②過剰債務
の国有企業の暗黙の信用保証、③デット・エクイティ・スワップ
といったその他要因。

（資料）DiPippo el al. （2022）：戦略国際問題研究所（CSIS）を基に日本総合研究所作成



Copyright (C) 2025 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved. 
5

政府補助金は産業政策のごく一部

３ページの図の対象

左図の
直接補助金
の対象
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各国・地域の産業政策の特徴

米国・フランス・台湾
直接補助金をほとんど支給せず、R&D関連支出が中心。
• 1890年以降の米国の独占禁止法、自由貿易体制の推進国。
• インフレ抑制法やCHIPS・科学法（2022）、欧州半導体法（2023）、
フランスのEV購入者補助金など。

日本
直接補助金の比重が小さく、低利融資が中心。
• 自由貿易体制への配慮、代替策としての財政投融資。
• 経済安全保障推進法の制定（2022）、TSMC熊本工場（2024）。

韓国・ブラジル
直接補助金は存在するものの規模は小さく、税優遇が主要な手段。
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中国の特徴
中国
（1）他国と比べて産業政策支出の規模が際立って大きい。
• 主要な支援手段である低利融資、税優遇、政府補助金のいずれも、

GDP比で他国を大きく上回っている。

（2）多様な政策手段を併用。
• 韓国と同様に6つの主要手段を幅広く活用。
• 中国独自の政策手段として、土地の低価格提供、国有企業への暗
黙の信用保証、デット・エクイティ・スワップなどが存在。

→不公正貿易を招きやすい。
→国際ルールや他国の利益への配慮を欠いている。
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政府補助金がどのような分野に配分されているのか？
製造業への傾斜配分

（資料）上場企業4,425社の財務データ、Windを基に日本総合研究所作成
（注）2015〜2023年の累積金額。
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機械類と化学工業への重点配分
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意外にも少ない鉄鋼業への配分
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鉄鋼業の補助金比率が低い理由

• 「国有企業が赤字操業にもかかわらず、政府の補
助金で安く輸出している」というイメージ。

• 丸川[2025]によれば、民間企業が中心となって価
格競争力のある製品を生産・輸出しているというの
が実態。

• 特定製品への特化が進む民間企業に対し、国有企
業は多様な製品ラインアップを持つことから、両者
の間での生産コストに大きな差が生じている。
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運輸業・郵便業や情報通信業も高い補助金比率
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①政府は物流コストの低減を戦略目標に位置づけ
– 国内の物流コスト総額の対GDP比率の引き下げ

• 2015年実績16.0％→2020年14.0％（2016年
時点の目標）。

• 2023年実績14.4％→2027年13.5％前後（現
在の目標）。

– とくに海運・空運を中心に補助金を配分
②インフラ投資を通じて景気を下支え
③コロナ禍で経営難に陥った企業を補助金で救済

運輸業・郵便業の補助金比率が高い理由
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①「中国製造2025」の重点分野
②デジタル化を促進する政策
– 2020年までに先進国レベルの固定ブロードバンド家庭普

及率を達成することを目指す（国家情報化発展戦略要綱、
2016年）

③国家安全保障

情報通信業の補助金比率が高い理由
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とくに黎明期産業を集中的に支援
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弾力的な運用も特徴的
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国有企業への配分割合は低下
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地方政府の土地使用権の譲渡収入は大きく減少
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中国の半導体産業は着実に成長
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中央政府は政府投資基金や税優遇などの大枠を決定
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地方政府は具体的な政策を制定し、実施

2021年以降、地方政府は相次いで支援策を発表。
• 上海市は、2022年に「ICとソフトウェア産業の奨励に関
する弁法」を公表。

• 一定の売上高に達した半導体企業に政府補助金を給
付することを決定。

• 売上高が初めて200億元、100億元、50億元、10億元を
超えた集積回路設計企業にそれぞれ3,000万元（政府
補助金の対売上高比率は0.15％）、2,000万元（同
0.20％）、1,000万元（同0.20％）、500万元（同0.50％）
を上限に奨励金を支給。
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産業政策は企業の成長にどの程度貢献したのか？
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政策効果は大きいと評価する研究の例

• 政府投資基金から巨額出資を受けて、長江メモリー・テクノロジー
ズが世界で最も先進的なNAND型フラッシュメモリーを生産する
企業までに成長した（The Office of Senator Marco Rubio 

[2024] ）。
• 2013年に半導体事業へ参入した時点では設計会社の一つに過
ぎなかった紫光集団が、国家IC産業投資基金による出資や国家
開発銀行による低利融資といった政府の手厚い支援を受けたこ
とで、他社の買収を積極的に進めることができたほか、中国各地
に工場を建設することで、中国最大級の半導体総合グループへ
と短期間で成長（佐野[2020]） 。

• 補助金集約度とR＆D集約度との間に正の相関関係があり、その
相関関係が2010年から2018年にかけて強まったことから、「中国
製造2025」をはじめとする産業政策・補助金が近年中国企業のイ
ノベーション活動の拡大に対して一定の効果があった（張[2021]）。
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政策効果は限定的とする見解も少なくない
• 国家IC産業投資基金および地方の政府投資基金の実際の投資
額が予定額を大きく下回った。投資先の選定が想定よりも困難で
あったからだ（丸川[2025]）。

• 7万5,000社の製造業企業を政府投資基金を受けた企業と受け
ていない企業に分けてみると、政府投資基金の出資は、固定資
産と雇用の増加には有意な効果を持つ一方、売上高、労働生産
性、R＆D投資、負債資本比率への効果は有意ではなかった
（Kajitani et al. [2022] ）。

• 約300社の半導体産業上場企業の2016年から2020年までの財
務データを見る限り、政府補助金はR&D投資の促進において一
定の効果があるが限定的である（康・劉 [2022] ）。
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政策効果に対する検証がまだ不十分

• 産業政策の効果を検討するにあたり、特定企業の事例に焦点を
当てることはもちろん重要であるが、サンプル企業が必ずしも半
導体産業全体の状況を代表しているわけではないところに限界
がある。

• 政府投資基金の効果については企業の成長、生産性向上、R＆
D投資など多角的な検証が進んでいる一方で、政府補助金と企
業の成長の関係を信頼に足る豊富なデータを基に分析した研究
は未だ少ない。

• これは、補助金の本来の目的が企業の成長促進であるにもかか
わらず、その効果に対する把握がまだ不十分であることを意味し
ている。
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仮説①成長が目覚ましい企業ほど補助金が多い
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財務データからは上記の仮説が正しいとは言えない
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最上位グループの成長要因はR&D投資やM&A
北京君正（インジェニック・セミコンダクタ）
• 中国科学院計算技術研究所で工学博士号を取得した劉強が2005年に創業。
• 積極的なR＆D投資。
• 2020年には米ISSI社の買収を通じて、事業の範囲をCPU設計から自動車や
医療機器向けメモリー事業へと拡大。

• 2015年から2023年までの政府補助金の対売上高比率は1.33％と低水準。
• 売上高は7,000万元から2023年に45億3,000万元へと64.6倍に増加。

上海艾為電子技術（シャンハイ・アウィニック・テクノロジー）
• 華為出身の技術者・孫洪軍が2008年に創業。
• オーディオ・パワー・アンプ・チップが主力のファブレス半導体企業。
• 継続的なR＆D投資と特許出願。
• XiaomiやVivo、NTTドコモに製品を提供。
• 2015年から2023年までの政府補助金の対売上高比率は0.87％。
• 売上高は2億3,000万元から25億元3,000万元へと10.8倍に拡大した。
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仮説②政府補助金が多い企業ほど成長する
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この仮説も支持されないという結果
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まとめ

1. 中国における補助金の配分は戦略的である。製造業の高度化
を目的に、機械類や化学工業に重点的に配分している。物流コ
ストの低減やデジタル化の促進を目的に、運輸業・郵便業や情
報通信業といった非製造業の補助金比率も高い。 

2. とりわけ工作機械・ロボット、半導体など黎明期にある分野を集
中的な支援している。一定の成長段階に達した後は補助金が
抑制されるなど、弾力的な運用がみられる。 

3. 産業政策の効果について、見方は大きく分かれている。半導体
上場企業のデータ、および高成長企業の事例は、補助金より
市場の拡大と民間企業のダイナミズムの方が産業や企業の成
長における中核的な原動力であったことを示唆。
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ご清聴ありがとうございました

関辰一
seki.shinichi@jri.co.jp
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